
 

令和 7年度流域下水道及び公共下水道の予算に関する要望書 

 

下水道は、浸水被害から住民の生命・財産を守り、快適な生活環境を創造すると
ともに、良好な水環境を創出する重要な都市基盤施設である。とりわけ大阪府では
多くの人口・産業が集積しており、下水道は、地域のみならず日本の社会経済活動
を支える重要な役割を担っている。 

大阪府内の下水道施設は、早くから整備を進めてきた結果、老朽化施設が急増
し、対策の必要性が高まる中、大阪府と一部市町村においては、令和６年度防災安
全交付金等の内示率が大幅に低下し、汚水施設にかかる老朽化対策を先送りせ
ざるを得ない状況となっている。 

また、近年、激甚化・頻発化している都市型水害に対し、事前防災等の観点から
内水氾濫対策の推進が求められる一方で、令和６年能登半島地震では上下水道
システムの急所施設や、避難所などの重要施設に接続する水道・下水道の管路等
について、耐震化の重要性が改めて明らかになったところである。 

加えて、大阪府内の下水道普及率が９７．１パーセントに達したとはいえ、地域性
や着手時期等の理由により、約２５．２万人もの府民がいまだに下水道の便益を享
受できておらず、引き続き、下水道の整備が求められている。 

今般、官民連携事業の新たな取組の一つとして位置づけられたウォーターＰＰＰ
は、令和９年度から汚水管改築の交付要件となり、早急に取り組むべき課題となっ
ている。しかし、検討を進めるなかで自治体ごとに老朽化の程度や組織体制、受注
者側の準備状況等、様々な課題が判明している状況。 

さらに、我が国では地球温暖化対策を推進するため、２０５０年カーボンニュート
ラルに向け、２０３０年度までに温室効果ガスを５０パーセント削減することを目標と
しており、下水道事業においても脱炭素対策が急務となっている。 

しかし、物価高騰に伴う事業費の増大、使用料収入の減少等、経営環境は益々厳
しくなることが見込まれており、下水道が都市基盤としての役割を果たし続けるため、
大阪府と市町村の連携強化や市町村間の広域化・共同化、民間活力の活用など、
さらなる効率的な事業運営に向けた取組と併せて、継続的な国による支援が必要
不可欠である。 

引き続き、下水道サービスを継続的かつ安定的に提供していくため、次の事項に
ついて特段の措置が講じられるよう、強く要望する。 



 

記 

 

1. 令和７年度における下水道事業予算や防災・減災、国土強靭化のための５か年加速
化対策予算について、十分な予算を確保するとともに、以降も、現在の予算規模を
上回る下水道事業予算を継続的・安定的に確保されたい。【国土交通省、財務省】 

 

２．下水道施設の改築・更新に係る国費支援について、交付対象範囲の拡大等、支援措
置の拡充を図られたい。とりわけ、人口・産業が集積する都市部において予算の重
点配分化を行い、別枠での予算配分を図られたい。     【国土交通省、財務省】 

 

3. 未普及地域解消に向け、令和9年度以降も汚水処理普及率向上のための中長期的
な財政支援の継続と制度拡充を図られたい。また、浸水対策における個別補助制度
の充実、耐震対策における重点配分化の対象を拡充されたい。  

                                               【国土交通省、財務省】 

 

4. 国費の交付要件となっている「ウォーターＰＰＰの導入」について、自治体ごとに様々
な課題があり検討に相当な時間を要することから、実情に応じた柔軟な制度設計を
図るとともに、要件化の実施時期についても延伸されたい。       【国土交通省】 

 

5.脱炭素・汚泥肥料化等の取組に関し、国策としての国費負担率引上げや、 地方交付
税の充当範囲拡充など、新たな制度創設を図られたい。  

【国土交通省、財務省、総務省】 
 

6.下水道に係る地方交付税の総額を確保するとともに、公害防止対策事業への財政措
置の継続、元利償還金に対する地方交付税措置の拡充、エネルギー価格高騰に対す
る財政支援などの拡充、また、広域化・共同化拡大へのインセンティブとなる財政支
援の検討を図られたい。                    【国土交通省、財務省、総務省】 

 

7.下水道に係る地方債について、耐用年数を踏まえた償還期限の更なる延長など貸付
条件の緩和を図られたい。また、公的資金補償金免除繰上償還制度を再実施するこ
ととし、年利５％未満の残債も対象とされたい。緊急自然災害防止対策事業債につ
いては、令和８年度以降も制度を継続するとともに、ポンプ施設・管路施設の改築に
適用可能となるよう拡充を図られたい。                  【財務省、総務省】 
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